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はじめに

　地域の記録をアーカイブする際に課題となるものとして地名がある。この地名とは地理的
名称の一種であり一般地名と固有地名に分けられる。このうち固有地名には国家・行政機関
などの定めた名である公称と一般住民が便宜上に使用する名である私称が存在する（千葉，
1994）。また，田邉は地名を人名と並んで固有名詞の代表としており，その機能として特定，
保存，伝達を挙げている（田邉，2020）。
　様々な要因によりその名称が変更される地名に関して杉本ほかは表 1のようにその変遷を
まとめている（杉本ほか，2018）。
　また，今尾は “人気の地名，新しい地名の地面の下には当然ながら「消された地名」が多
数眠っている ”とし，多くの地名がこのような変遷により消滅している点を指摘している（今
尾，2019）。
　地名は変遷していく一方で，話者が語る際にはその話者にとって印象深い過去の時点の名
称となる。また，地域新聞といったその当時に記録されたものは当時の地名で記述される。
例えば，以下は宗谷総合振興局内でのみ刊行される日刊宗谷 1965年 3月 27日の記事の一部
である。

　＊人文学部助教─図書館情報学
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二地区を作業停電
北電稚内営業は高圧線作業のため二十八日午前八時から宝来通り三丁目以北を一時間に
わたり停電する。また海岸通り南一から三丁目までの区域も午前十時から十一時半まで
停電する。

　ここには「宝来通り三丁目」「海岸通り南一から三丁目」という地名が出てくる。この地
名は現在使用されておらず，こうした使用されなくなった地名と現在の地名が照らし合わさ
れない場合に記録としては大きな欠落となる。
　加えて，地名の変遷を記録する上では位置情報が重要となる。谷・後藤は，地名の変遷に
対し GPS位置情報を軸とし過去，現在，未来の地名へとつないでいくことによりどの位置（地
名）であったかを明らかにできるとしている（谷・後藤，2009）。Moscickaはアーカイブ資
料を地理情報システム（GIS）で利用できるようにするため，資料のメタデータに地名と正
確な座標を紐付ける方法について提案している（Moscicka，2017）。GPS等を用いて位置情
報を記録するのは当然重要であるが，前提として現在の地名と過去の地名の位置が明確であ
る必要がある。
　そこで，本研究ではアーカイブする上で重要となる地名の変遷に関し調査を実施し，記録
方法や組織化についての手法を構築することを目的とする。また，谷ほかが指摘しているよ
うに地名は位置情報が重要となる。そのため，収集する地名とその位置情報も合わせて記録
する必要があるため，本研究では GISを用いて記録し可視化を行う。以上について北海道
稚内市を調査対象として取り上げ分析を行った。

表 1　地名の変遷の一覧

種別 概要

新設合併 複数の地名が統合され，新たな地名がそのいずれも引き継がない場合

編入合併 複数の地名が統合され，新たな地名がそのいずれかを引き継ぐ場合

分割 一つの地名を廃止し，複数の新たな地名のいずれもその名前を引き継がない場合

分立 一つの地名を廃止し，複数の新たな地名のいずれかがその名前を引き継ぐ場合

改称 一つの地名を廃止し，一つの異なる新たな地名をつける場合

町制施行 ①村が町に移行する場合

市制施行 ②町が市に移行する場合

区の設置 政令指定都市における区の新規設置

郡の設置 都道府県における郡の新規設置

郡の所属変更 ある町村の属する郡の変更
（杉本ほか，2018）
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地名の変遷の収集

　本研究において対象とするものは公称とする。公称に関しては，「住居表示に関する法律」
（1962）や市町村合併の影響により大規模に変更が行われている（1）,（2）。行政上の変遷につい
ては「行政界変遷データベース」などのデータセットや『旧市町村便覧』などすでに提供さ
れているものもある（3）,（4）。しかし，「行政界変遷データベース」は，現在の丁目に対し，そ
こがかつてどこの自治体であったかの記述でありその丁目が過去の地名を記載しているわけ
ではない。例えば，稚内市中央 1丁目に関して見ると稚内村から稚内町，稚内市へと変わっ
ていったことがわかるものの，中央 1丁目以前にどのような地名であったかはわからない。
また，三原ほかは震災関連資料のリンキングのための地名変遷データセットを開発した上で，
町丁字レベルの地名や自然地名，施設の名称データ整備が求められるとしている（三原ほか，
2018）。三原ほかが開発したデータセットは市町村名の変遷が中心であるものの利活用の観
点から重要である。ただし，データセットを作成するためにも町丁字レベルといった細かい
地名を収集しその変遷をまとめなければならない。
　そこで，本研究では細かい町丁字といった区域を主対象とし，それらがどのような変遷を
たどったかを調査する。これらの変遷に関しては，行政文書等に残っている可能性が高い。
地方自治法第 260条に下記のように明記されている（5）。

市町村長は，政令で特別の定めをする場合を除くほか，市町村の区域内の町若しくは字
の区域を新たに画し若しくはこれを廃止し，又は町若しくは字の区域若しくはその名称
を変更しようとするときは，当該市町村の議会の議決を経て定めなければならない。

　つまり，変更をする際には議会の議決を経るため，その議会の議決書を調査することで変
遷をたどることが可能ということである。なお，第 9条の 5には，「市町村の区域内にあら
たに土地を生じたときは，市町村長は，当該市町村の議会の議決を経てその旨を確認し，都
道府県知事に届け出なければならない」ともあるため，都道府県にも記録されている可能性
もある。
　こうした変遷は稚内市においては市のWebサイト内に設けられた “稚内市の沿革 ”から
確認ができる（6）。他方で，この沿革では変更した地名の照らし合わせが難しい記述となって
いる。例として住居表示の実施に伴い大規模な変更のあった 1970年 4月 1日付の内容を見
てみる。

住居表示の実施に伴い，町，字の区域を次のとおり設定，廃止する。
・あらたに画する町の区域
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 中央 1丁目～中央 5丁目、宝来 1丁目～宝来 5丁目、恵比須 1丁目～恵比須 5丁目、
ノシヤツプ、ノシヤツプ 1丁目～ノシヤツプ 5丁目、富士見 1丁目～富士見 5丁目 

 ・廃止する字の区域 

 山下通 1丁目～山下通 8丁目、本通北 1丁目～本通北 5丁目、本通南 1丁目～本通
南 3丁目、中通北 1丁目～中通北 8丁目、中通南 1丁目～中通南 3丁目、北浜通 1丁
目～北浜通 12丁目、南浜通 1丁目～南浜通 4丁目、開運通北 1丁目～開運通北 5丁目、
開運通南 1丁目～開運通南 4丁目、海岸通 1丁目～海岸通 4丁目、宝来通 1丁目～宝
来通 5丁目、恵比須通 1丁目～恵比須通 12丁目、今江通 1丁目～今江通 6丁目、日
吉通 1丁目～日吉通 4丁目、エサンドマリ、ホロトマリ、ニヲトマリ、チカツプ、ノ
シヤツプ 

 　このようにあらたに画する町の区域と廃止する区域の全てが載っている一方で，中央 1丁
目～ 5丁目が廃止する区域のどれにあたるかが不明となっている。 
 　そこで，前述したように行政上の地名の変更に関しては，議決書を確認することで調査が
可能である。本研究でも稚内市議会事務局が保管している稚内市の市制施行以降（1949）の
議決書を調査することとした。調査方法としては前述した “稚内市の沿革 ”に記載されてい
る地名の変更時期の議決書を確認し，該当する議決書を Excel等に書き写す作業を行った。
その際には議決書の付録として手書き地図等もあったため，これらについては許可をいただ
きスキャンを行った。 
 　このほか，北海道立公文書館にて保管されている稚内市に関連する資料に関しても収集し

図 1　議決書に付随していた地図
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た。
　また，地名を調査する上で有効である『日本歴史地名体系』（平凡社，2003）や『角川日
本地名大辞典』（角川書店，1987）および稚内市史といった稚内市が発行している図書等も
参照する。加えて，変遷を見る上では地理情報も重要となるため，必要に応じて地図も入手
することとした。
　結果として，稚内市の議決書を閲覧することにより，市制施行以降の地名の変遷をたどる
ことができた。これにより “稚内市の沿革 ”に記載されている廃止される区域に対し変更や
あらたに画する町の区域の照らし合わせができるにようになった。また，同時期に行われた
町の区域の設定，廃止については，まとめて記載されているケースも存在した。

・あらたに画する町の区域
港 1丁目～港 5丁目、大黒 1丁目～大黒 5丁目、潮見 1丁目～潮見 5丁目、末広町、
開運町

・廃止する町の区域
港町 1丁目～港町 5丁目、大黒町 1丁目～大黒町 5丁目、潮見町 1丁目～潮見町 6丁
目

　上記のうちあらたに画する町の区域に開運町があるものの，これは埋立地に対し行われた
処理であり，廃止する町の区域とは関係がない。議決書を確認することでこうしたケースに
も対応できる。
　他方で，施行以前の地名でいつ成立したか不明な地名も散見された。一部は，『角川日本
地名大辞典 1　北海道　上巻』にて記述があったものの，施行以前のものに関しては不明な
ものが散見された。このほか，前述した “稚内市の沿革 ”に記載されている変更に関して議
決書からは発見できないものもあった。議決書は公文書の扱いにおいて永久保存の対象と
なっており，破棄等は考えられない。それでも何らかの理由により紛失した可能性があるた
め，北海道立公文書館でも調査したものの発見には至らなかった。
　調査した変遷については，杉本ほかが提示した「新設合併」「編入合併」「分割」「分立」「改
称」については，町丁字にも同様のことが言える。その中で，「編入合併」に関しては合併
前と合併後で地名が同一でも別々のものとして扱った。また，稚内市の場合埋立地の編入が
多々ある。これは厳密には異なるが「編入合併」に近いものであると考え，埋立前と埋立後
に編入したものでは項目として分けた。その結果地名の数としては 512となった。また，そ
れに伴う変更は 505となった。なお，これらは 2019年段階のものであり現在も埋立地等の
関係で地名の変更は起きている。
　図 2は図 1同様，議決書に付随していた地図であり稚内市中央地区の旧地名が載っている。
一部を灰色で囲っているが，これはこの後中央 2丁目となる範囲である。開運通北 5丁目や
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山下通 3丁目など複数の町が一つの地名に変更されており，変遷の全てが 1対 1の関係では
ないことがわかる。

地名の変遷の組織化と可視化

　次に入手した情報を CSV形式でまとめたのち，データベース化を行った。データベース
の管理は，オープンソースソフトウェアのオブジェクトリレーショナルデータベースであ
る PostgreSQLを用いている。なお，本研究では PostgreSQL用の GUI管理ツールである
pgAdmin4（バージョン 8.5）で運用している。PostgreSQLを用いた理由としては，PostGIS

という拡張モジュールにより GISオブジェクトの格納が可能になるからである（7）。
　地名と変遷については「places」「transitions」の 2つのテーブルに格納している。「places」
テーブルでは各地名に idを割り振っている。そうした地名を name属性に格納している（地
名は前述したとおり，同一の地名も存在している）。date属性はその地名ができた年月日で
ある。当初議決書の議決日を充てようとしたが，一部発見できないものもあったため，原則
的には “稚内市の沿革 ”に記載されている日付を使用した。comment属性は後述する URI

のように付加する必要があると考えた情報を記述するものである。
　「transitions」テーブルは，各変更に対し t_idを割り振っている。複数の t_idの t197は，
中央 2丁目の制定に伴う変更を意味している。前述したとおり，複数の地名が一つの地名に

図 2　稚内市中央地区の旧地名地図
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なることがあるため，t_idも複数記述されている。from_id属性は，元の地名の idが格納され，
to_id属性には変更後の地名の idが格納されている。date属性に関しては，変更が行われた
年月日となる。comment属性は，変更内容となっている。例として，表 3の id200は，表 2

の id200「山下通 1丁目」が，id290（表 2には記載していない）「中央 3丁目」に変更した
ということを表している。

　なお，同一地名であっても idを分けているケースがある。前述した，開運町の場合次の
ような変遷となる（議決書上の表記は稚内村字ヤムワツカナイだが，ここでは単にヤムワッ
カナイと表記する）。

from：0埋立地
to：199ヤムワッカナイ
from：199ヤムワッカナイ
to：331開運町
from：331開運町
to：387開運町（埋立地が加わったため）

　埋立地を 0とし，そこがヤムワッカナイの一部となり，そのヤムワッカナイが開運町に名

表 2　places テーブルの一部

id name date comment

199 稚内村字ヤムワツカナイ 1970―02―24

200 山下通 1丁目 1970―04―01

201 山下通 2丁目 1970―04―01

202 山下通 3丁目 1970―04―01

203 山下通 4丁目 1970―04―01

表 3　transitions テーブルの一部

t_id from_id to_id date comment

t197 246 290 1970―04―01 町の区域の設定

t197 247 290 1970―04―01 町の区域の設定

t198 200 290 1970―04―01 町の区域の設定

t198 201 290 1970―04―01 町の区域の設定

t198 208 291 1970―04―01 町の区域の設定
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称変更している。そして，開運町も新たに埋立地が追加されたため変更とした。なお，前述
したとおり今回の調査では変遷が不明だった地名も存在する。そのような地名は便宜上 id

に 999を付与している。例えば 1960年 3月に新たに画された港町 1丁目については，議決
書が見つけられなかったため from_id: 999→ to_id: 167（港町 1丁目に付与した id）となっ
ている。 
 　次に地理情報であるが，議決書にも付録として手書きの地図がついているものもあった。
北海道立公文書館の稚内に関する資料でも一部地図の載っているものが存在した。 
 　またこのほか，場所が限定的であるものの稚内市立図書館所蔵の市街地図等（1960年，
1953年，1930年）も許可をいただいた上で，写真撮影を行った。 
 　図 1や 2のような地図をデジタル化し，画像処理ソフト（Adobe Photoshop CC 2019を使
用）で町ごとに切り分けた。また，国土地理院基盤地図情報基本項目データをダウンロー
ドし，SHAPE形式に変換したのちに，図 3のように地理情報システムの QGIS（3.36.1 ―
 Maidenhead）に取り込んだ。 

 　次にジオリファレンス処理を施し，切り分けた地図を QGISへと当てはめた。以上の処
理を実施することで，現在と過去との比較が可能となり，おおよその位置情報も把握でき
る。また，今回は一部の地図のみを使用したが，複数の年代の地図でも対応自体は可能で
ある。そして，切り分けた地図については TIFFにジオリファレンス情報が組み込まれた
GeoTIFFファイルとして保存している。この GeoTIFFファイルに関しては，placesテーブ
ルの commentの項目において GeoTIFFファイルの URIを記述することで参照可能な状態
にする。 
 　他方で，議決書に付録として残っている地図は限定的であり，全ての地名の位置情報を記
述することはできなかった。そこで一部の地名については，市販されている地図を参照し，
その位置情報をベクタ形式で記録することとした。図 5は現在の地図に 1985年段階の恵比

図 3　稚内市富岡周辺の現在の地理情報
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須 2丁目・3丁目の範囲を示したものである。これは QGISの機能を用いてベクタレイヤを
手動で作成している。この際にはベクタレイヤの属性テーブルに idと nameを用意した。こ
の idは前述した placesの idを用いている。nameについては，恵比須 2丁目といった地名
となる。図 5の場合には，恵比須 3丁目の idは 212となっている。この範囲は 1985年に昭
文社から発行された稚内市街図に則っている。現在の恵比須 2丁目・3丁目との違いとして
は，図 5からも見て取れるように埋立地の差である。この埋立地は 1990年に恵比須 2丁目・
3丁目に加えられており，それぞれ，id 434，435となっている。 
 　以上のように作成したベクタレイヤに関してもQGISからPostgreSQLにつなぎデータベー
スに格納している。なお，全てをこのように作成すると膨大な時間がかかるため，現在の地
名と位置が合致しているものに関しては，既存のものを使用することで負担は減少する。例
えば，2020年の国勢調査の小地域（町丁・字等別）の中にある世界測地系平面直角座標系・
Shape形式を用いれば現在の各町の境界を入手できる（8）。 

図 4　図 1の地図を町ごとに切り分けQGIS 上に表示

図 5　旧稚内市恵比須 2，3丁目をQGIS 上に表示
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今後の課題と展望

　今回の調査により，市制施行以降の稚内市の地名の変遷については概ね把握することがで
きた。他方で，市制以前のものに関しては記録が残っていないものもあり，今後はそうした
記録に関してもさらに調査を進めていく必要がある。
　次に，地名の変遷については，データベース化することによりある程度まとめることがで
きたと言えよう。加えて，地名と地理情報に関しても結びつけることができた。位置情報が
不明な地名においても手書き地図を含めて地名の変更ごとの地図が残っていれば，それを
PostgreSQLおよび QGIS等を用いて，現在の地理情報と結びつけることは可能である。し
かし，稚内市においては議決書に付録としてついている地図は一部であり，市立図書館等公
的な機関でも一部の年代のものしか保存されていないのが実情である。ただし，建築物等か
らもある程度の同定は可能なため，そうした情報の活用も視野に入れている。稚内市の場合，
前述した市街地図に加えて，昭和 45年～ 47年にかけて大規模な住居表示の変更を行った際
の記録として『住居表示対照表』などが残っている。
　次の課題として私称への対応である。過去の地名の記録に関しては必ずしも公称によって
記録されているわけではなく，その地域住民の間でのみ通用する私称によって記録されてい
る場合もあろう。筆者はこの点について稚内市の郷土史家にどのような私称が存在するかの
聞き取りを行ったことがある。その際には，あまりないのではないかという指摘を受けた。
このことから稚内市に私称が一切ないと言えるわけではないが，私称に関する調査は年代や
稚内市でもさらに地域を絞って行う必要があると考える。また，稚内市の場合，かつて公称
だったものが私称となっているケースもある。その典型例としては「山下通り」がある。こ
の「山下通り」は元々公称として用いられていたが，この地区の現在の公称は「中央」とな
る。しかし，今でも「山下通り」は私称として残っている。このようなケースに対しての対
応も今後は考えていかなければならない。
　加えて，アイヌ地名への対応も検討する必要があるだろう。現在でも「クトネベツ」のよ
うに公称として使われているアイヌ地名があるように，稚内にも多くのアイヌ地名が存在す
る。このようなアイヌ地名との照らし合わせも行っていきたいと考えている。
　最後に，冒頭で述べたように地名は地域の記録をアーカイブする際の課題である。そのた
め，まとめた地名の変遷を利活用できるようにするため，今後はデータセットにしデジタル
アーカイブ等で使用できるようにしていく。
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附記

　本研究は，デジタルアーカイブ学会にて発表を行った「地域包括的支援サービスを志向し
た意思伝達のための語彙収集に関する研究」の内容における地名の変遷部分を抽出し加筆修
正したものである。
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